
基本
方針

推進
項目

目標・取組内容 取組結果概要・今後の取組等

行財政改革推
進本部

内部評価
区分

行財政改革推進本部
内部評価

米原市行財政改革市民会議
意見

１
 
業
務
の
改
革

１職員の時間外勤務時間の削減
　・電子決裁システム導入など、DXの推進による業務改革
　・部局長主導による所属を超えた横連携により、限られた
　　職員で効率的に事業を推進
２デジタル人材の育成、確保
　・デジタル知識を身に付ける研修実施、資格取得推奨
３実施計画の評価
　・バックキャスティングに基づく事務事業、政策体系整理
　・総合計画の実効性を高める、新たな仕組み構築

・Ｒ８年度に人事課が業務量調査を実施。ま
た、業務改革(BPR)研修を全職員に実施。
・全部長が集まり執務を行う時間を設ける（部
長タイム）の実施。Ｒ８年度　６回
・第３次総合計画策定の過程において、バック
キャスティングに基づく6つの姿勢×14の基本
目標を整理。

B

・未来思考でシステム導入や政策体系の
整理をしたり、事務量調査の取組を始め
るなど、個別の取組が一定進められてい
る。
・一方で、他自治体で進む事務共同化、
DX化、外部人材活用などを検討する所管
課と予算・人材・政策の情報を把握する
所管課の連携が十分ではなかったが、令
和8年度は機構改革により総務部に行革や
ＤＸの所管課を移管したので、ＤＸ・人
事・財政が連動した行政経営改革が進む
ように取り組まれたい。

２
 
人
財
育
成
と
職
員
の
意
識
改
革

１独自研修の実施
　・階層別研修の構築、全職員の研修参加機会確保
　・市民満足度・職員のやる気を高める研修の実施

・Ｒ７年度から主事級等、各階層３科目ずつ階
層別研修を設定。職員アンケート結果を踏まえ
た科目設定で実施。
・各部にデジタル未来推進課兼務職員を配置
し、デジタル技術を活用できるようDX研修を実
施し、ITパスポート資格取得を目標に自己研鑽に
努めました。
　Ｒ７年度末時点　ITパスポート資格所持者
27人

B

・令和7年度の階層別研修に対する参加率
は全体で47.0％であり、特に若年層で低
い結果となっていた。
・今後は、本人や所属長にプッシュ型で
参加を促すことや、研修時期に配慮する
こと（議会会期中の実施を避けるな
ど）、オンラインによる研修を実施する
など、職員が受講しやすい環境づくりに
努められたい。

３
 
働
き
が
い
の
あ
る
職
場
環
境
づ
く
り

１職員提案制度
　・職員の意見を業務に反映できる仕組みを構築
２柔軟な働き方
  ①多様な働き方改革の推進
　・多様な働き方の選択肢を広げる取組検討
　・週１回のノー残業デー実施徹底
 ②仕事と家庭の両立
　・12日以上の年次有給取得、夏季特別休暇全日取得奨励
　・時差出勤勤務制度の更なる活用推進

・Ｒ７年度は個人等による職員提案を受付。
・職員向けの働き方ハンドブックを全面改訂。
・年２回所属長宛に課員の休暇取得数を通知。
　年次有給休暇取得日数の推移（全職員）
　Ｒ６年度12.4日　→Ｒ７年度11.6日
　夏季特別休暇を全日取得した割合の推移
　（全職員）
　Ｒ６年度87.5％→Ｒ７年度92.6％

B

・職員提案制度の実施により業務改善の
土台づくりができた。今後は、全庁的な
参画を促す仕組みとなるよう、制度の改
善を継続的に進めることが重要と考えら
れる。
・働きがいのある職場環境づくりに向け
て、テレワークや時差出勤勤務制度の活
用など多様な働き方を推進ができた一方
で、12日以上の年次有給取得が実現でき
ていないため、その実現に向けた取組を
推進されたい。

米原市行政経営改革プラン  令和７年度実績　に関する評価シート

１
　
職
員
の
意
識
改
革
と
働
き
方
改
革

資料３

評価区分 評価区分の状況

A 適正に取り組まれている。

B 適正に取り組まれているが、改善等を加えて取り組む必要がある。

C 取組不足または取組に見直しが必要である。

D 適正に取組が行われていない。
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１
 
部
局
別
未
来
投
資
枠
の
導
入

１部局別投資未来枠
　・業務見直し等により捻出した財源を活用し、
　　中長期的な事業について事業化できる仕組み構築

・部局別未来投資事業として予算枠を設定。
　R８年度４事業 B

・後年度の影響額を考慮して事業化する
必要があるため、制度創設初年度は事業
実績が少なかったが、これらについて、
既存事業の見直しなどの結果が比較的分
かりやすい事業であったと考えられる。
・今後本事業を増やしていく前提として
業務見直しが必要となるので、部局レベ
ル、政策・施策レベルでの事業評価に取
り組まれたい。

２
 
自
主
財
源
の
創
造

１自主財源の創造
　・使用料および手数料の見直し
　・企業版ふるさと納税の獲得
　・土地利用誘導型施策の拡充
　・公民連携手法の活用
　・市民に対する財政情報提供機会増加

・R９年４月の使用料・手数料改定に向け、パブ
リックコメントを実施。
・まち・ひと・しごと創生寄附金寄付に向けた
積極的に活動を実施。
　Ｒ６：５件、R７：11件
・公民連携によるまちづくりの推進。
　包括連携協定締結数：累計11件

B

・使用料および手数料の見直しについて
は、令和9年4月から改定が行えるようス
ケジュールどおり進められている。
・企業版ふるさと納税については、積極
的なアプローチにより寄付も受けられて
いる。
・財政状況が今後厳しくなると見込まれ
る中、自主財源の確保は喫緊の課題であ
り、全庁挙げて各部局で自主財源の確保
に取り組まれたい。
・本取組に記載のない個人の「ふるさと
納税」等は、影響度の高い取組と考えら
れるため、今後は取組内容の項目見直し
も必要と考えられる。

３
 
公
有
財
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

１公共施設等総合管理計画の実態把握と中間評価
　・進捗状況の確認（毎年度）
　・５年ごとの中間評価時に施策・見直しの実施
２未利用財産の処分等
　・未利用財産の積極的な処分・運用による
　　収入確保・維持管理の負担軽減

・Ｒ６年度　７施設が解体・譲渡
・Ｒ７年度　５施設が再編方針の目標を達成
・Ｒ８・９年度にかけて外部専門家の知見もい
かしながら公共施設等総合管理計画の中間見直
しを行う。

C

・庁内における公共施設のマネジメント
推進体制の構築が進まず、計画の進捗状
況に関する具体的な議論や低利用財産の
利活用方針の決定に関する議論などの取
組が不十分であった。
・公共施設はサービス提供のためのイン
フラであり、人口減少等が進む中で、
サービスを安定的・継続的に如何に提供
していくかという戦略と密接に関わる。
今後は外部専門家も交えた公共施設マネ
ジメント推進委員会で公共施設等総合管
理計画の中間見直し等を行っていく予定
であるため、それぞれの施設等所管課に
おける戦略・方針を中間見直しに先行し
てとりまとめるとともに、積極的な総合
調整を進められたい。

２
　
未
来
へ
の
投
資
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１
 
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
組
織
文

化
の
改
革

１“前例踏襲”しない業務改革、デジタル化・自動化推進
　・各種事務の簡素化・デジタル化・自動化推進
　・社会変化に適合した各事業の見直し(窓口予約システム等
　　の導入)
２来庁等しなくてもよい窓口改革
　・各種行政サービス　オンライン化等推進
　・自治会集会施設や個人スマートフォン等の有効活用

・Ｒ６年度に公共施設予約システム、コンビニ
での本籍地証明書交付サービスを導入。
・Ｒ７年度に電子決裁機能が備わった文書管理
システム、電子申請・窓口予約システムを導
入。

B

・庁内横連携が必要な各種PJを開催しつ
つ、適切なシステム導入・検討を推進し
続けられたが、デジタル化が目的ではな
く、アナログ思考の組織文化をデジタル
ファーストで進むよう改革が進むように
することが重要である。
・特に各種手続きオンライン化が進んで
いる中、既存の行政窓口の人員体制を維
持することが、真の行政サービスの維持
向上には直結しないことを踏まえて、窓
口関係部署としてサービス提供手法の改
革を進められたい。

２
 
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
デ
ジ
タ
ル

化
の
推
進

１情報発信ツールの拡大、見直し
　・既存アプリ・情報発信ツール等の効果検証・すみ分け
　　等を検討
　・情報発信ツールの拡大検討
　・防災情報伝達システム、防災アプリの更新検討
　・伊吹山テレビチャンネルの費用対効果検証・見直し
２移動市役所の導入
　・移動市役所で市内全域巡回し、諸証明発行、申請、
　　相談業務を実施

・市公式ウェブサイトにおけるユーザビリティ
診断等の検証を実施。
・Ｒ７年10月に市公式LINE運用開始。
・防災アプリの今後の方針を検討。
・市公式YouTubeへ伊吹山テレビの内容を掲
載。
・Ｒ７年11月から移動市役所を導入。

B

・情報発信ツールの機能改善に関する検
討や、移動市役所の導入で人に優しいデ
ジタル化も進められている。
・情報発信に関連する経費が増加傾向で
あることも踏まえつつ、一方通行・大量
同時発信のような発信方法を脱却し、欲
しい情報を求められている人に適切に届
くように、本市の広報や自治会等連絡体
制について抜本的な見直しに取り組まれ
たい。

３
 
デ
ー

タ
利
活
用
の
推
進
と
情
報
保
護

１EBPM、データ利活用
　・オープンデータの推進
　・エビデンスに基づく意思決定の推進
２情報セキュリティ対策の徹底
　・情報セキュリティに関する内部監査・自己点検等の実施

・オープンデータに米原市統計書のデータを登
録した。
・R７年度に第3次総合計画策定に向けた市民意
識調査を実施。
・人口ビジョン（人口推計）を作成。
・第3次総合計画策定のための基礎データ分析を
実施。
・令和８年6月に他団体でおいてUSBメモリか
らコンピュータウイルスが検知された事案が発
生したことを受け、本市でもUSBメモリ等の棚
卸およびウイルスチェックを実施する。

B

・第３次総合計画での目標数値等にデー
タを活用するなど、利活用を推進するこ
とができたが、今後は、市民意識調査等
の各種データに基づき施策検討・評価す
るよう事業推進されたい。
・情報セキュリティは社会情勢に沿った
セキュリティポリシーの見直しなどに取
り組めている。

３
　
自
治
体
D
X
の
推
進
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